
尾張旭市議会議長殿

一般質問(代表(匝区)通告書

尾張旭市議会会議規則第50条第1項の規定により3月定例会において別

紙のとおり質問したいので通知します。

なお、質問事項の件数及び質問方法は、下記のとおりです。
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別紙                    氏 名  榊原 利宏  

質 問 事 項 

 

№  １－１  

第９期尾張旭市高齢者保健福祉計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨 

昨年８月にまとめられた「第９期尾張旭市高齢者保健福祉計画策定にかかる

アンケート調査結果報告書」によると、要支援・要介護認定者においては、「今

後、どのように介護してほしいか」との質問に、「在宅生活希望」が64.5％と

最も多く（ｐ71）、「高齢社会に向けて、本市は何に重点を置くべきだと思いま

すか」の質問には、「在宅で生活が続けられるような福祉サービスや介護サー

ビスの充実」が最も多い55.9％となっています。第９期高齢者保健福祉計画が、

この願いに十分こたえることができる内容なのか、質していきます。 

 

（１）本市の訪問介護事業を計画どおり進めるために 

ア 本市の計画に係る訪問介護事業者の状況について 

事業者はサービス付き高齢者住宅など集合住宅に併設されたものと、

それ以外の単独の小規模な事業者で見ると、それぞれ事業所数及び介護

ヘルパー数はいくつですか 

 

イ 介護報酬減額の影響について 

    本市の介護保険事業サービスの確保策に大きな支障になるのではな

いか、と心配しているのが、訪問介護報酬の引下げです。来年度介護報

酬は全体では1.59％増とされましたが、訪問介護については身体介護、

訪問介護ともに２～３％の減額です。これには、全国社会福祉協議会、

全国ホームヘルパー協議会、日本ホームヘルパー協会といった当事者団

体をはじめ認定ＮＰＯ法人「ウィメンズアクションネットワーク」、同

じく「高齢社会をよくする女性の会」などが抗議・撤回を求める声明を

発表しています。この減額措置がどのような影響を及ぼすのか、訪問介

護を所管するのは愛知県かと思うが、本市市民の生活に重大な影響を与

えることとして、お答えいただきたい。 

 ※ 申し合わせ事項に留意する。 
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別紙                    氏 名  榊原 利宏  

質 問 事 項 

 

№  １－２  

第９期尾張旭市高齢者保健福祉計画について 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨 

ウ 報酬減額が事業者の問題意識とかみ合うのか 

    アンケート調査結果報告書には、介護事業者に対して行った「現在不

足していると思われる人材はどんな職種ですか」との問いに、「介護福

祉士やヘルパーなどのケアスタッフ」との回答が72.9％で最も多い。ま

た、「介護保険に関わる事業者として、問題点と感じていることは何で

すか」の問いには、「介護報酬が低い」が65.9％と最も多い。本市の計

画を進める上で、今回の報酬削減は全く事業者の意向と合致していませ

ん。本市として政府に削減をやめて増額するよう求めるべきではありま

せんか。 

 

（２）介護保険料と介護サービスの利用量に関するアンケート設問と現実にギ

ャップがあるのでは 

  高齢者保健福祉計画の策定にかかるアンケート調査では、「介護保険料の

額は、介護サービスの利用量によって決まります。このため、施設が増えた

り、介護サービスが充実するなどして利用量が増えると、保険料も増加する

ことになります。このことを踏まえ、介護保険料と介護サービスの関係につ

いて、あなたのお考えに最も近いものは次のうちどれですか」との設問があ

ります。これに対して、回答選択肢は、「介護保険料が多少高くなっても、

利用できる介護サービスが充実されればよい」、「利用できる介護サービスを

多少抑えても、介護保険料は低い方がよい」、「どちらともいえない」、無回

答の４択です。 

  回答は一般高齢者の場合、「どちらともいえない」が最も多く49.7％、「介

護保険料が多少高くなっても、利用できる介護サービスが充実されればよ

い」20.8％、「利用できる介護サービスを多少抑えても、介護保険料は低い

方がよい」24.4％となっています。「どちらともいえない」が半数近くにの

ぼるという選びようのない選択肢を迫るアンケートになっているのではな

いか。 

そこで、施設が増えたり、介護サービスが充実するなどして利用量が増え

ると、保険料も増加するといいますが、現実は「介護サービスが充実して利

用する量が増えることになっていないのに、保険料が増加している」のでは

ないでしょうか。当局の認識を伺います。 

 ※ 申し合わせ事項に留意する。 
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別紙                    氏 名  榊原 利宏  

質 問 事 項 

 

№  ２－１  

国民健康保険の今後について 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨 

 本市の国民健康保険税は2021～2023年度にかけて、愛知県が示す標準保険料

率到達をめざして税率改正を続けてきました。その際、市は「加入世帯数が最

も多い所得層（これは、65歳以上夫婦２人、年金所得100万円世帯であり、法

定軽減２割の減額を受けているモデル世帯）において、課税総額が５％以上の

増額とならないよう配慮」するという、市の自主的基準を設けました。 

しかし、2023年度の税率改正において、「加入世帯数が最も多い所得層」の

標準保険料率が11.06％（仮算定？）もの大変高い税率が示されました。これ

により、2023年度の標準保険料率到達という当初の目標を断念し、1年延期。

翌24年度に到達させるとし、「配慮」の方針によって2023年度は4.94％の上げ

幅に抑えています。 

 この結果、2023年度の基準モデル世帯の国保税は年間97,700円となり、前年

比4,600円の増額でしたが、３年連続値上げ計画のスタート前の2020年度

98,000円を引き続き下回っていました。ところが、標準保険料率に到達させる

とした2024年度はどうか。基準モデル世帯における標準保険料率の上げ幅は、

なんと前年度の２倍以上の21.29％、金額にして年間20,800円も上げて118,500

円にするという、低所得層に配慮しているとは言えないものでした。 

 24年度の国保税率案は、仮算定に基づく当初案こそ「配慮」方針を投げ捨て

た値上げ幅11.67％、額にして11,400円値上げするものでしたが、その後、市

民団体の批判も受けて配慮方針を復活させ、値上げ幅を4.91％に抑えました。 

 この値上げ抑制のために一般会計からの繰入れを約1億円行いますが、県か

らは赤字に転落したものと判断され、2025年度からの赤字解消計画を策定し、

保険税値上げをしなくてはならなくなります。 

 

（１） 愛知県の第3期国保運営方針と尾張旭市国保について 

ア 一人当たり医療費の増額と保険税の予測について 

国保税率値上げの理由は、「一人当たり医療費の増加」と「尾張旭市

の被保険者の所得順位が県内において上昇したこと」による。愛知県の

第３期国保運営方針を見ると「被保険者１人当たり医療費の将来推計」

が掲載されており、2024年390,792円が2029年には442,023円と51,231円

増額、率にして113.1％もの増額です。2029年度には一人当たり医療費

の上昇によって、国保税はどのような値上げになるのでしょうか。 

 ※ 申し合わせ事項に留意する。 
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別紙                    氏 名  榊原 利宏  

質 問 事 項 

 

№  ２－２  

 国民健康保険の今後について 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨 

イ 赤字解消計画について 

赤字解消計画とは2029年度には終了するのですか。それは国保税率が

標準保険料率に到達し、保険税軽減の一般会計繰入れが行われないな

ど、どのような状態になっているのでしょうか。 

 

ウ 一般会計繰入れをしない場合どうなるのか 

「加入世帯数が最も多い所得層（これは、尾張旭市国保加入者の平均

所得以下の２人世帯）において、課税総額が５％以上の増額とならない

よう配慮」するという、市の自主的基準を守るために来年度は一般会計

から繰り入れます。しかし、その後は繰入れができないとなるとどうな

るのですか。 

 

（２）一般会計繰入れで減免拡大を 

ア 「保険料の負担緩和」と「保険料の減免」の違いについて 

一般会計法定外繰入れは「決算補塡等目的以外の繰入」は解消・削減

の対象ではありません。「保険料の負担緩和」のための繰入れは「決算

補塡等目的」とされ解消・削減の対象であるが、「保険料の減免額に充

てるもの」は対象外とされる。「保険料の負担緩和」と「保険料の減免

額に充てるもの」の違いはどういうことですか。 

 

イ 一般会計法定外繰入れを低所得世帯の保険税減免に充てることにつ

いて 

愛知県内の市町村では、低所得減免を実施している自治体が23ありま

す。国の均等割７割・５割・２割軽減の世帯を対象に独自に均等割・平

等割を軽減するものです。これにより収納率が大幅に向上した例もあり

ます。これ以外にも、障がい者、ひとり親家庭などを対象にした減免制

度を実施している自治体もある。今後も国保税が厳しく上昇するという

のであれば、こうした減免施策を考えるべきではありませんか。 

 ※ 申し合わせ事項に留意する。 
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別紙                    氏 名  榊原 利宏  

質 問 事 項 

 

№  ３   

モデルケースで見る社会保険料改定の負担増について 

 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨 

来年度は国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料の３つの社会

保険料の改定案が出されています。それぞれの会計ごとの保険料（税）改定の

影響は、条例や予算の審査の中で確かめることができます。しかし、それらの

値上げの影響を受けるのは個々の市民です。その全体を確認しようと思うと、

各特別会計ごとに行われる委員会審査の中では行えませんので、この場で質問

させていただきます。 

 国保税のモデルケースの一つである、夫が年金収入210万円、所得100万円、

妻が年金収入110万円（所得０円）の世帯の場合、国保税、後期高齢者医療保

険料、介護保険料の保険料改定が、どれぐらいの負担増になるのでしょうか。 

夫、妻ともに75歳以上の場合、夫75歳以上・妻74歳の場合、夫・妻ともに75

歳未満の３パターンでお答えください。 

 ※ 申し合わせ事項に留意する。 


